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平成 14年 8月 9日 

 
 
日本テレコム、平成 15年 3月期単体業績予想の上方修正 

 
第 1四半期の売上高は予想を達成 

経営効率化が奏効し予想を上回る利益実現の見通し  
 
 
日本テレコムホールディングス株式会社(本社:東京都中央区、社長:ウィリアム･モロー、以
下、｢日本テレコムホールディングス｣)は、本日、平成 15年 3月期(2002年 4月 1日～2003
年 3 月 31 日)の単体業績予想の上方修正を行いました。これは主に、売上高が予想通り好調
に推移したことと、固定通信事業部門の経営効率化諸施策の成果によるものです。 
 
単体ベースの経常利益予想は 2002年 5月に発表した予想値の 35億円に対して 80億円に、
当期利益予想は同 20億円に対し 100億円といずれも大幅上方修正となりました。2002年
度通期の売上予想には変更はありません。なお、日本テレコムグループ連結業績予想の経常
利益予想 1,830億円と、当期利益予想 480億円への影響は僅かであるため、連結業績予想の
修正は行いません。 
 
売上の確保や固定通信事業の経営効率化に加え、2002年 8月 1日に実施された日本テレコ
ムグループの事業再編１に伴う税効果が、単体の当期利益 40億円の増加要因となります。 
 
今年 5月 28日に発表された日本テレコムホールディングスの単体業績の予想(売上高、経常
利益、当期利益)には年度初から 7月 31日までの固定通信事業とその他特定事業からなる日
本テレコムの業績、8月 1日から年度末までの日本テレコムホールディングスの業績が反映
されています。今回の業績予想もこれを踏まえて修正されたものです。 
 
日本テレコムホールディングスのウィリアム･モロー社長は次のように述べています。「売
上高が予想通り堅調に推移する一方で、年初より進めている経営効率化の成果が予想以上に
早い時期に顕在化し、固定通信事業の収益に寄与していることを嬉しく思います。とりわけ、
データ通信の売上増加が顕著で、音声通信の売上も予想より若干好調に推移したため、売上
高維持に貢献しました。今後も引き続きお客様に対し質の高いサービスを提供するために、
事業効率の一層の改善を進めます。2002 年 7 月より、”パッション・フォー・カスタマー・
キャンペーン（Passion for Customers）”と銘打ったお客様に焦点を合わせた新しいキャン
ペーンを通じて、顧客主導のサービス実現に注力し、その結果データ通信サービスの新規受
注獲得において当初の予想を上回る成果をあげています」。 
 

                                                 
1 日本テレコムグループの事業再編についての詳細は、3ページ目の｢日本テレコムホールディン
グス株式会社について｣をご参照ください。 
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15年度 3月期の単体業績予想の修正は下記の通りとなります。連結業績予想は 
前回発表通りです。 
 
単体          (単位 :10億円) 
  今回修正値（8月 9日） 前回発表値(5月 28日) 
売上高 155.0 155.0 

経常利益 8.0 3.5 

当期利益 10.0 2.0 
 
連結 
 前回発表値(5月 28日) 
売上高 1,770.0 
経常利益 183.0 

当期利益 48.0 
 
 

以上 
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日本テレコムホールディングス株式会社について  
 
日本テレコムは、持ち株会社体制に組織を再編し、社名を日本テレコム株式会社（以下、日
本テレコム）から日本テレコムホールディングス株式会社（以下、日本テレコムホールディ
ングス）に変更し、固定通信事業と特定の事業を新たに設立された全額出資子会社 3社に移
管しました。日本テレコムホールディングスは、固定通信、移動体通信、その他の事業をそ
れぞれ子会社として経営する持ち株会社です。この新組織体制は 2002年 8月 1日から実施
されています。 
  
日本テレコムの既存事業部門は、新たに設立された以下の全額出資子会社 3 社に移管されま
した。日本テレコム株式会社（新日本テレコム）は中核的事業である固定通信事業を、株式
会社テレコム・エクスプレスはグループの携帯電話の代理店事業を、株式会社ジャパン・シ
ステム・ソリューションはグループの移動体通信関連サービス（料金請求や IT 関連）機能
をそれぞれ担当します。 
 
また、日本テレコムが 45.08％の株式を所有する移動体通信子会社の J-フォン株式会社は 
今後、日本テレコムホールディングスが 45.08％の株式を所有する子会社として存続します。  
 
なお、村上春雄とウィリアム・モローは、日本テレコムホールディングスと新日本テレコム
両社の会長と社長をそれぞれ務めます。さらにジョン・ダーキンは、現職の J-フォン株式会
社の最高財務責任者に加えて、日本テレコムホールディングスの最高財務責任者を兼任しま
す。 
 
日本テレコムホールディングスに関する詳細な情報をご希望の方は、http://www.telecom-
holdings.co.jpのウェブサイトをご覧ください。 
 

日本テレコムグループ組織機構 
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日本テレコムについて 
 
日本テレコムは、1986年に長距離通信サービス提供事業者として発足しました。日本国内
全域に約 10,000キロメートルにおよぶ光ファイバー･ネットワークを敷設し、音声およびデ
ータ通信サービスを加入者に提供していました。1997 年に日本国際通信株式会社と合併し、
国内および国際通信サービスの両方を提供する日本で最初の通信事業者としてグローバル通
信ネットワーク･サービスを開始しました。 
 
1998年、日本テレコムは日本で最初の全国規模 IP(インターネット･プロトコル)バックボー
ン･ネットワーク構想を発表しました。日本テレコムは IPサービス提供で業界をリードして
いるほか、データ･センター運営、ネットワークソリューションの提供など、通信市場の幅
広い分野にわたる業務を積極的に展開しています。 
 

日本テレコムに関する詳細情報をご希望の方は http://www.japan-telecom.co.jpをご覧
ください。 
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Forward-Looking Statements 
 
This press release contains certain forward-looking statements concerning 
JAPAN TELECOM Holdings’ strategy and its expectations concerning its 
financial and operating results, in particular its targets for its fiscal 2002 
performance forecasts (including non-consolidated operating revenue, ordinary 
profit, net profit and consolidated operating revenue, ordinary profit, net profit), as 
well as expectations for trends in the Japanese fixed-line and wireless 
telecommunications markets. By their nature, forward-looking statements are 
inherently predictive, speculative and involve risk and uncertainty because they 
relate to events and depend on circumstances that will occur in the future.  
 
There are a number of factors that could cause actual results and developments 
to differ materially from those expressed or implied by these forward-looking 
statements. These factors include, but are not limited to: changes in economic 
conditions that would adversely affect demand for JAPAN TELECOM Holdings’ 
services; greater than anticipated competitive activity; slower customer growth or 
reduced customer retention; changes in projected growth rates in the 
telecommunications industry; the accuracy of and any changes in JAPAN 
TELECOM Holdings’ projected revenue models; future revenue contributions of 
data services offered by JAPAN TELECOM Holdings; the impact on capital 
spending from investment in network capacity and the deployment of new 
technologies, including 3G technology; the possibility that technologies will not 
perform according to expectations or that vendors’ performances will not meet 
JAPAN TELECOM Holdings’ requirements; JAPAN TELECOM Holdings’ ability 
to successfully introduce new services, in particular 3G services, and the delivery 
and performance of key products; the success of JAPAN TELECOM Holdings in 
achieving disposals of non-core assets, changes in the regulatory framework in 
which JAPAN TELECOM Holdings operates; and the impact of legal or other 
proceedings against JAPAN TELECOM Holdings or other companies in the 
telecommunications industry. 
 
All written or verbal forward-looking statements attributable to JAPAN TELECOM 
Holdings or persons acting on its behalf made in this release or subsequent 
hereto are expressly qualified in their entirety by the factors referred to above. 
 
 


